
寸法効果および機械的ずれ止めによる影響を

考慮した鋼・コンクリート合成柱材の弾塑性

変形性状に関する研究

1. 序

　優れた耐震性能を保持しつつ省人化・省力化を目指

した合成柱材の開発を意図して，著者らは十字鉄骨とコ

ンクリートを用いた八角形断面を有する鋼・コンクリー

ト合成柱材（以下，SC 柱材と略記）に関する研究を行

なっている.既往の研究より，本SC柱材が高軸力下で

も優れた変形性能を示すことを明らかにするとともに，

柱梁接合部ディテールを検討し，弾塑性変形性状および

耐力評価式を提案した1)，2).

　本研究では，まず断面寸法が大きくなるとコンクリー

トのシリンダー圧縮強度が発揮されにくくなる寸法効果

による影響に着目して，本SC柱材の弾塑性変形性状に

ついて検討する. 鋼コンクリート合成柱材においては

寸法効果の影響が見られることが既往の研究からも示さ

れている例えば3), 4).本SC柱材においては，文献1)の実験

で使用した試験体は鉄骨せい190mmを有する比較的小さ

な断面寸法であり，実大断面とした際の寸法効果による
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影響を検討できていなかった.そのため，本実験では鉄

骨せい500mmを有する試験体を製作し，弾塑性変形性状

について検討する.また，文献5)では鉄骨せい190mmの

本SC柱材に対して，十字鉄骨によるコンクリートの拘

束効果を考慮した弾塑性解析を実施し，比較的精度よく

実験挙動を再現できることを示した. 同様の解析手法

を用いて，鉄骨せい500mmとした際においても実験挙動

を追跡可能がどうか，鉄骨によるコンクリートの拘束効

果を考慮して解析的に検討した.

　また，経年変化に伴うコンクリートの乾燥収縮により

鋼とコンクリート間に肌隙が生じることで，合成断面と

しての一体性が損なわれた場合における検討も重要であ

る.本SC柱材の優れた構造性能は十字鉄骨によるコン

クリートの拘束効果に因るところが大きく，肌隙が生じ

ることで合成効果が期待できなくなる恐れがある. そ

こで，本実験では鋼とコンクリート間の付着を無くした

場合の挙動を調べるとともに，肌隙が生じても機械的ず

れ止めを設けることで合成断面としての一体性が確保で
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　十字鉄骨とコンクリートのみを使用した鋼・コンクリート合成柱材において，寸法効果による影響と，肌

隙等により鋼とコンクリートの一体性が確保されない場合に機械的ずれ止めで応力が伝達可能かどうかを

実験的に検討した.本実験では鉄骨せい500mmを有する試験体を製作して曲げせん断実験を実施したとこ

ろ，柱脚部において一般化累加強度で算出した曲げ耐力を発揮するとともに，既往の研究で実施した鉄骨

せい190mmの実験結果と同様の挙動を示した.また，既往の研究で得られた十字鉄骨によるコンクリート

の拘束効果を考慮して弾塑性解析を行なうと，寸法効果の影響に拘らず，実験挙動を精度よく追跡できる

ことを示した.
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きるかを併せて検討する.

2. 実験計画

(1) 試験体

　試験体詳細を図－1に示す.実大断面を想定して柱断

面500x500mm，せん断スパン比3.0を有する試験体を7体

製作した.以下に試験体の製作方法について概略説明す

る.本実験で使用した十字鉄骨は，9mm，12mm，16mmの

鋼板（SS400材）を溶接して製作した.また，柱頭部には

載荷治具との接続用の厚さ32mmのベースプレートを設

け，柱鉄骨フランジとは完全溶け込み溶接，柱鉄骨ウェ

ブとは隅肉溶接で接合した. コンクリートは呼び強度

30N/mm2で，早強ポルトランドセメントと最大寸法20mm

の骨材を用い，縦打ちで打設した.

　試験体一覧を表－1に示す.まず，試験体No.1～No.4

で寸法効果による影響およびフランジ幅厚比が柱材の挙

動に及ぼす影響を調べる. 本SC柱材の十字鉄骨は曲げ

せん断抵抗だけでなく，コンクリートの拘束効果の役割

も兼ねるため，どの程度のフランジ幅厚比であれば安定

した挙動を示すかを検討する.表－1中に，建築物の構

造関係技術基準解説書6 ) に基づいて，フランジおよび

ウェブの部材種別を計算した結果を示す.

　次に，試験体No.5～No.7で付着および機械的ずれ止め

表－1　試験体一覧

No. 5 ～ No.7 のみ柱頭に 50mm のコンクリートの空隙あり

* 試験体 No.8 および No.9 は文献 1) で実施した試験体条件（コンクリートの最大骨材径 13mm）

** 軸力比 n は 0.3 で共通。n=N/
sc

N
u
，N:載荷軸力，

sc
N

u
:SC 柱断面の圧縮耐力，

sc
N

u
=

c
A・

c B
+

s
A・

s y
，

c
A:コンクリート断面積，

     c B
:コンクリートの圧縮強度，

s
A:十字鉄骨断面積，

s y
:鉄骨の降伏点

*** 部材種別の判別：フランジは FA=0.322(E/
sf y

)1/2,  FB=0.406(E/
sf y

)1/2, FC=0.525(E/
sf y

)1/2, ウェブは FA=1.46(E/
sw y

)1/2 で計

  算。E:鋼材のヤング係数，
sf y

，
sw y

:それぞれ，フランジおよびウェブの降伏応力度

(a) 立面図

図－1　試験体詳細

(a-1) No.1～No.4 (a-2) No.5～No.7

(b) 断面図

SC(12.8)A-Bn SC(9.6)A-Bn SC(7.2)A-Bn SC(5.0)A-Bn

No.1 No.2 No.3 No.4

SC(9.6)An-B SC(9.6)A-B SC(9.6)An-Bn

No.5 No.6 No.7

試験体名凡例

SC(9.6)An-Bn

(9.6) :フランジ幅厚比

An:付着の有無

Bn:バーリングの有無

※ n は「無」を示す

1
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2
0

1
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5
0

0
500

十字鉄骨

スタブ

隙間 50mm

コンクリート

バーリング

S.board S.board

柱頭部ベースプレート

フランジ ウェブ

1   SC(12.8)A-Bn CH-500x230x9x9 12.8 FC FA 有 無 3631 36.0

2   SC(9.6)A-Bn CH-500x230x9x12 9.6 FB FA 有 無 3977 36.5

3   SC(7.2)A-Bn CH-500x230x9x16 7.2 FA FA 有 無 4390 36.3

4   SC(5.0)A-Bn CH-500x120x9x12 5.0 FA FA 有 無 3111 36.3

5   SC(9.6)An-B CH-500x230x9x12 9.6 FA FA 無 有 3939 35.9

6   SC(9.6)A-B CH-500x230x9x12 9.6 FA FA 有 有 4046 37.6

7   SC(9.6)An-Bn CH-500x230x9x12 9.6 FA FA 無 無 3977 36.5

8   SC(8.3)A-Bn* CH-190x100x4.5x6 8.3 FB FA 有 無 647 26.7

9   SC(5.0)A-Bn* CH-190x60x4.5x6 5.0 FA FA 有 無 522 27.6

No. フランジ

幅厚比
試験体名 柱十字鉄骨

コンクリート強度

c B（N/mm2）

部材種別 ***

機械的

ずれ止め
付着

載荷軸力 **

(kN)
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使用箇所 鋼種 t (mm) y  (N/mm
2
) u (N/mm

2
) E (N/mm

2
) Elng. (%) Y.R.

バーリング 6 311 443 2.07x10
5 42.5 0.70

フランジ，ウェブ 9 261 428 2.08x10
5 43.4 0.61

フランジ 12 293 469 2.07x10
5 45.5 0.63

フランジ 16 317 463 2.17x10
5 45.1 0.68

t ：板厚, y ：降伏点強度, u ：引張強さ, E ：ヤング係数,  Elng.：伸び率 , Y.R.：降伏比 ,  y：降伏ひずみ

SS400

表－2　鋼材の機械的性質

図－2　バーリング鋼板の取り付け配置

(a) 試験体SC(9.6)An-B (b) 試験体SC(9.6)A-B
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の有無が本SC柱材の挙動に及ぼす影響を調べる.これ

らの試験体については，鉄骨とコンクリート間の付着

を無くすためにベースプレート下部に 50mm のコンク

リートの空隙を作り，柱頭部では鉄骨のみが軸力と水平

力に抵抗するようにし，圧縮軸力載荷時にコンクリート

に力が伝達されないようにした（図－1(a-2)参照）.鉄

骨フランジおよびウェブ全面に1mm厚のスチレンボード

（図－1中にはS.boardと表記）を貼付けている.機械的

ずれ止めにはバーリング加工した6mm厚の平鋼を鉄骨

ウェブに隅肉溶接で所定の箇所に取り付けた. なお，

バーリングの孔径は50mm，突起高さは15mmであり，ウェ

ブには50mmの貫通孔が設けられている.バーリングの

取り付け位置は，図－2に示すように，材長直交方向に

おける同一断面軸上にウェブ貫通孔が重複しないように

するため，螺旋状に配置した.試験体SC(9.6)An-B で付

着がない場合にバーリングのみで応力をコンクリートに

伝達できるかを調べ，試験体SC(9.6)A-Bで付着力とバー

リングによる抵抗力で応力を伝えられるかを検討する.

付着およびバーリングを無くした試験体SC(9.6)An-Bn

を用意し，鋼とコンクリート間で力のやり取りがない

状況での挙動についても考察する.

　本実験に使用した鋼材の機械的性質を表－2に，実験

時のコンクリート圧縮強度を表－1 中にそれぞれ示す.

(2) 機械的ずれ止めの設計

　試験体の柱頭ベースプレート下部に隙コンクリート

の間を設けた試験体が，鋼とコンクリートの一体性が

確保されるとした基準試験体SC(9.6)A-Bn と同様の挙動

を示すためには，本来コンクリートが負担すべき圧縮力

を，鋼とコンクリート間の付着力と機械的ずれ止めによ

るせん断抵抗力で伝達できるようにすればよい.そのた

めには，機械的ずれ止めの必要個数n
B
を式

  
(1)にて算出

すれば良いことになる.

　ここで，
c
N

p
：合成断面としての全塑性状態時にコンク

リートが負担する圧縮力，N
a
：鋼とコンクリート間で生

じる付着力（=A
a 
・ f

a
），A

a 
：コンクリートと接するフラン

ジおよびウェブの表面積，f
a
：付着応力度，q

B
：バーリン

グ一個あたりのせん断抵抗力である.

　付着応力度は，鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・

同解説7) に記載されている円形鋼管による付着応力度を

確保できるものと考え，ここではf
a
=0.23N/mm2を使用し

た.また，バーリング一個当たりのせん断耐力は，文献

8)の実験結果を参照し，最大耐力およそ300kNの3/4倍が

降伏荷重に対応するものとし，q
B
=225kNを用いた.なお，

試験体SC(9.6)An-B では，付着がないためにN
a
=0として

計算する.その結果，試験体SC(9.6)An-B ではバーリン

グ個数が32個，試験体SC(9.6)A-B では24個必要である

図－3　載荷方法

鉛直荷重

水平荷重水平ジャッキ

ローラー ローラー

PC 鋼棒
治具

支持ビーム

試験体
L=1500mm

治具

正負

ピン

   
(1)n

B 
=

c
N

p 
- N

a

 q
B
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ことになった.

(3) 載荷方法

　載荷装置を図－3に示す.載荷は5000kN試験機を用い

て所定の軸力を作用させ，一定に保持した状態で1000kN

の水平ジャッキで正負交番繰返し水平力を載荷した.

載荷冶具と試験体はPC鋼棒で締め上げて支持ビームと

一体化させた.

　載荷形式は,部材角2.0%までは0.5%ずつ漸増させ,部材

角2.0%から4.0%まで1.0%ずつ漸増させるものとした.各変

位振幅とも2サイクルずつ繰り返した.ここで，部材角

は水平ジャッキ加力位置における水平変位を柱材長Lで

除した値である.変形は，柱脚のスタブ部分に変位計フ

レームを設置し，柱材の水平変位および軸縮みを測定し

た. ひずみゲージは主に柱脚部の鉄骨フランジおよび

ウェブに貼付し，バーリング相互間におけるウェブの材

長方向にもひずみゲージを貼付した（図－2参照）.

3. 実験結果
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図－4　水平力－部材角関係
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(h) SC(8.3)A-Bn* (i) SC(5.0)A-Bn*

(d) SC(5.0)A-Bn (e) SC(9.6)An-B (f) SC(9.6)A-B

(a) SC(12.8)A-Bn (b) SC(9.6)A-Bn (c) SC(7.2)A-Bn

破線：Mpc1 で計算

実線：Mpc2 で計算

(1) 崩壊性状

　写真－1に実験後の試験体を示す.全ての試験体にお

いて，部材角1.0%までに柱脚部付近の鉄骨間のコンク

リートにひび割れが発生した . 続いて，試験体

SC(9.6)An-Bn を除いて，部材角2.0%までにコンクリー

トの剥落が観察された.試験体SC(9.6)An-Bn は十字鉄

骨とコンクリート間の付着を切っているため，部材角

2.0%時においてはコンクリートに力が伝達されにくく

なり大きな損傷が見られなかった.また，鉄骨強軸フラ

ンジの柱脚部付近における局部座屈は，試験体

SC(9.6)An-Bnでは部材角1.0%で観察された.一方で，試

験体SC(9.6)A-Bn では同位置における局部座屈が部材角

2.0%付近で観察されたことに対して，試験体SC(7.2)A-

Bn および試験体SC(5.0)A-Bn では部材角3.0%で確認さ

れた.

(2) 水平力－部材角関係

　図－4 に水平力－部材角関係を，表－3に主要な実験

結果を示す.同図(h)，(i)は文献1)にて実施した実験結果
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を示している.図中の破線は鋼材の降伏応力度とコンク

リート強度を用いて計算した一般化累加強度M
pc
（表－3

-37.5

-30

-22.5

-15

-7.5

0

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

軸縮み  (mm)

 R (%)

M pc1 M pc2

正 負 正 負 正 負 正 負 (kNm) (kNm) 正 負 正 負

  SC(12.8)A-Bn 578 -585 1.36 -1.41 942 -960 1.40 -1.93 894 830 1.05 1.07 1.13 1.16

  SC(9.6)A-Bn 659 -683 1.88 -1.41 1143 -1173 2.78 -2.85 1056 991 1.08 1.11 1.15 1.18

  SC(7.2)A-Bn 776 -790 2.58 -1.34 1360 -1360 3.80 -2.84 1263 1196 1.08 1.08 1.14 1.14

  SC(5.0)A-Bn 467 -462 1.37 -1.36 775 -775 2.72 -2.82 689 641 1.12 1.12 1.21 1.21

  SC(9.6)An-B 614 -659 2.41 -1.83 1104 -1140 3.71 -2.83 1050 985 1.05 1.09 1.12 1.16

  SC(9.6)A-B 654 -684 1.40 -1.38 1137 -1178 3.82 -2.77 1070 1002 1.06 1.10 1.13 1.18

  SC(9.6)An-Bn 433 -517 3.60 -2.36 875 -993 3.96 -3.81 1057 991 0.83 0.94 0.88 1.00

  SC(8.3)A-Bn
* 199 -196 2.51 -2.51 88 -89 3.98 -5.96 81 78 1.09 1.10 1.13 1.14

  SC(5.0)A-Bn
* 148 -146 2.50 -2.46 66 -67 5.99 -5.96 55 53 1.20 1.22 1.25 1.26

試験体名

実験耐力 計算耐力 M max

M pc1

M max

M pc2Q max  (kN) R max  (%) M max (kNm) R max (%)

表－3　主要な実験結果一覧

0
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0.8

1

0 1 2 3 4

SC(12.8)A-Bn
SC(9.6)A-Bn

SC(7.2)A-Bn

SC(5.0)A-Bn
SC(9.6)An-B

SC(9.6)A-B

SC(9.6)An-Bn

M/M
max

 R (%)

SC(12.8)A-Bn
SC(9.6)A-Bn

SC(7.2)A-Bn

SC(5.0)A-Bn

SC(9.6)An-B

SC(9.6)A-B

SC(9.6)An-Bn

図－6　抵抗曲げモーメントの推移図－5　軸縮みの推移

中M
pc1
と表記）を柱脚部で発揮するとして式(2)で求めた

塑性崩壊機構形成時の耐力である.また，同図中の実線

はコンクリート強度を0.85倍して計算した一般化累加強

度（表－3中M
pc2
と表記）で求めたものである.

　ここで，L：スタブフェイスから水平加力位置までの

距離，N：柱軸力，R：部材角である.

　同図より，試験体SC(9.6)An-Bn を除いた全ての試験

体で，実験耐力はM
pc1
およびM

pc2
で計算した塑性崩壊機

構直線を上回っており，実験終了時まで紡錘形の履歴性

状を描いた.

(3) フランジ幅厚比の違いによる影響

　崩壊性状でも述べたように，フランジ幅厚比が大きい

ほど早期に鉄骨フランジの局部座屈が観察されたが，局

部座屈を生じたのちも耐力低下はほとんど見られていな

い.また，試験体SC(5.0)A-Bn のようにフランジ幅を細

くしても，計算耐力と比較するとM
max

/M
pc1
で1.13倍，M

max
/

M
pc2
で1.22倍（表－3参照）発揮している.本SC柱材に

おいてフランジの局部座屈が発生して耐力低下が見ら

れない要因は，十字鉄骨によるコンクリートの拘束効写真－1　実験後の試験体

(d) SC(9.6)An-B (e) SC(9.6)A-B (f) SC(9.6)An-Bn

(a) SC(12.8)A-Bn (b) SC(9.6)A-Bn (c) SC(5.0)A-Bn

Q =
M

pc

L
- N・R    

(2)
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果を十分に発揮しており，かつ鉄骨ウェブがコンクリー

トで拘束されているため，合成効果が期待できるためだ

と考えられる.また，試験体SC(12.8)A-Bn および試験

体SC(9.6)A-Bn の鉄骨フランジの部材種別は，それぞ

れFCおよびFBランクであるが，いずれの部材種別で

も安定した履歴性状を示した.

　図－5に軸縮みの推移を示す.フランジ幅厚比の違い

を検討した試験体においては明瞭な差異は見られず，概

ね同様の縮み量が計測された. 部材角4.0%時において

も軸縮みは15mm以下（軸歪にして1.0%）に抑えられて

おり，脆性的な挙動につながることはなかった.

(4) 寸法効果の影響

　図－4(h)，(i)に文献1)で実施した鉄骨せい190mmを有

する試験体の実験挙動を示す. 同程度の幅厚比を有し

ている試験体SC(9.6)A-Bnと試験体SC(8.3)A-Bn*（図－

4(b)，(h)参照），および試験体SC(5.0)A-Bn と試験体

SC(5.0)A-Bn*（図－4(d)，(i)参照）をそれぞれ比較する

と，いずれもエネルギー吸収能力に優れた紡錘形の履歴

性状を描いていることが分かる.更に，崩壊形式におい

てもコンクリートの剥落およびフランジの局部座屈発生

等，破壊性状は文献1) の実験と同様の性状を示したこと

から，本実験条件下における断面寸法では寸法効果の影

響はあまりないと云える.
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図－7　軸力載荷時における材長方向ウェブのひずみ分布
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0

200

400

600

800

1000

1200

-2000 -1600 -1200 -800 -400 0

SC(9.6)An-B

スタブ上面からの高さ ( mm)

ひずみ ( )

SC(9.6)An-Bn

3900kN

3900kN

SC(9.6)A-Bn
3900kN

SC(9.6)An-B
2000kN

SC(9.6)An-B
1000kN

スタブ上面 スタブ上面

(5) 付着および機械的ずれ止めの有無の影響

　図－4(g)より，付着がなく機械的ずれ止めも設けて

いない試験体SC(9.6)An-Bn が最も耐力が小さい結果と

なった.これは十字鉄骨とコンクリート間で応力伝達が

円滑に行えなかったためだと考えられる.図－5に示し

た軸縮み挙動を見ても，軸縮みが大きくなっており，ほ

かの試験体と比較しても明瞭な相違が見られた. 一方

で，付着を切った状態でバーリングを設けた試験体

SC(9.6)An-B は，一体性が確保された試験体SC(9.6)A-

Bn と比較して最大耐力はやや劣るものの，挙動が大幅

に改善された.また，付着を保った状態でバーリングを

設けた試験体SC(9.6)A-B は，試験体SC(9.6)A-Bn と履

歴性状および最大耐力ともにほぼ同様の挙動を示した.

また，図－6には繰返しに伴う抵抗曲げモーメントの推

移を示す.縦軸には各除荷点におけるP 効果を考慮し

た柱脚位置での抵抗モーメントを各試験体の最大曲げ

モーメントで除した値を，横軸には各除荷点の部材角を

取っている.同図より，試験体SC(9.6)A-Bn，試験体

SC(9.6)A-B，試験体SC(9.6)An-Bの抵抗曲げモーメント

の推移は概ね同様の傾向を示していることが分かる.こ

のことより，付着切れ等によって鉄骨からコンクリート

に直接応力が作用されない場合や，乾燥収縮によって鋼

とコンクリート間に肌隙が生じた場合でも，機械的ずれ

止めを適切に配置することにより，鉄骨からコンクリー

図－8　解析モデル

バウシンガー部

スケルトン+
sk

-
sk -

sk

-
bs

+
sk

+
bs

図－9　鋼材の応力－歪関係 図－10　コンクリートの繰返し則

 

弾塑性ヒンジ
曲率φ

剛体

部材角

弾塑性ヒンジ
曲率φ

剛体

部材角
L

N
Q

・・LR

0

10

20

30

40

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

c (N/mm2)

(%)

B/t=89

Skelton Curve

Common Point

C
=30 N/mm2

B/t：鋼管幅厚比

B/t=0

59



トへ応力が伝達され，柱脚で合成断面としての曲げ耐力

を発揮することがわかる.

　図－7 に水平力を載荷する前の軸力載荷時におけ

る材長方向ウェブのひずみ分布を示す. 図中には圧縮

軸力1000kN，2000kN，3900kN載荷時のひずみ分布を示し

ている.また，比較用として，3900kN 載荷時の試験体

SC(9.6)A-BnとSC(9.6)An-Bnの分布も記載している.同

図より，柱頭から柱脚に近づくにつれ鉄骨ウェブのひず

みは小さくなっている.これは，バーリングを介するこ

とで軸力がコンクリートへ流れたことを意味しており，

軸力が大きくなるほどその傾向は顕著にみられる. ま

た，柱脚部付近においては，一体性が確保された試験体

SC(9.6)A-Bn と同程度のひずみが計測されており，鋼と

コンクリートが一体となって挙動しているものと推察さ

れる.一方で，付着および機械的ずれ止めの双方がない

試験体SC(9.6)An-Bn はウェブのひずみが大きく生じて

いることが分かる.このことより，鉄骨とコンクリート

間の応力伝達に機械的ずれ止めを設けることの有用性が

確認された.

4. 軸力と曲げせん断を受ける柱材の弾塑性解析

(1) 解析方法

 軸力と曲げせん断を受ける本SC柱材の弾塑性解析

を行うため，解析モデルを図－8 に示すような弾塑性ヒ

ンジ部と剛体からなるものと考え，柱材の変形を弾塑性

ヒンジ部に集中させ，その点での断面のモーメント－曲

率関係を求め，力の釣合を満足させることにより，柱の

挙動を解析した.弾塑性ヒンジ部での曲率 と柱部材角

図－11　実験結果と解析結果の比較

(e) SC(8.3)A-Bn* (f) SC(5.0)A-Bn*(d) SC(5.0)A-Bn

(a) SC(12.8)A-Bn (b) SC(9.6)A-Bn (c) SC(7.2)A-Bn
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Rの間に式 (3)が成立つと仮定している.式 (4)中の は

SRC柱材の実験と解析の初期剛性を合わせることで求め

られた式である9).

　

　ここで，
c
D：断面せいである.

解析に使用した鋼材およびコンクリートの応力－歪

関係モデルを，図－9，図－10 にそれぞれ示す.コン

クリートの応力－歪関係は崎野・孫モデルを使用し，十

字鉄骨によるコンクリートの拘束効果を考慮している.

なお，解析手法の詳細は文献5) を参照されたい.

(2) 実験挙動と解析結果の比較

図－11 に実験結果と解析結果の比較を示す.同図 (e)

のみやや乖離が見られているが，フランジ幅厚比の違い

に拘らず，いずれの試験体も精度よく実験挙動を追跡で

きていることが分かる.なお，190mm試験体において大

きな乖離が見られたのは同図 (e)の試験体のみである 5).

最大耐力は実験挙動の方が大きく発現する傾向にあり，

大変形時になると実験耐力は徐々に低下する一方で，解

析における水平抵抗力の低下はあまり見られない. こ

れは本解析では鉄骨フランジの局部座屈の影響を考慮し

ていないためである.また，除荷剛性ならびに紡錘形の

膨らみは鉄骨せい500mmの実験挙動をよく評価できてい

る.

十字鉄骨によるコンクリートの拘束効果は，崎野・孫

式を基にして，式 (5)，式 (6)で考慮している5).

・・LR (3)

L

D
c3.11.0 (4)
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ここで，
c cB

：十字鉄骨で拘束されたコンクリート強

度，
c B

:無拘束コンクリート強度，k’:有効拘束係数，
r
:

鉄骨フランジに作用するコンクリートの側圧である.

式 (5)は鉄骨せい200mmの断面を有する本SC柱材の中

心圧縮実験により得られた結果であるが，この評価式を

用いた本解析手法でも本実験条件下において寸法効果の

影響を考慮することなく，鉄骨せい500mmの実験挙動を

追跡可能であると考えられる.

5. 結論

　八角形断面を有する鋼・コンクリート合成柱材の寸法

効果ならびに機械的ずれ止めの影響について検討するた

めに，一定軸力下における繰返し載荷実験を行なった結

果，以下の知見を得た.

1)フランジ幅厚比の違いに拘らず，いずれの試験体も安

定した履歴性状を示し，一般化累加強度を用いた計

算耐力を発揮した.また，文献1)で実施した鉄骨せい

190mmの試験体と同様な履歴性状ならびに破壊性状を

示したことから，本実験条件下において，鉄骨せ

い190mmから 500mmを有する断面形状では曲げ耐力

における寸法効果による影響は見られない.

2)柱頭に隙間があり，鉄骨とコンクリート間に付着がな

い状態でも，機械的ずれ止めを適切に配置すること

により，鉄骨からコンクリートへ応力が伝達され，柱

脚部で合成断面としての曲げ耐力を発揮できる.

3)十字鉄骨によるコンクリートの拘束効果を考慮した

弾塑性解析を行なうと，鉄骨せい500mmの試験体でも

実験挙動を精度良く評価できた.
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An experimental study was carried out under constant axial load and cyclic horizontal load to investigate scale
effect and effects of mechanical shear connector of steel and concrete (SC) composite columns with octagonal
cross section. All of the specimens exhibited very stable behavior up to large deformation, except specimen
SC(9.6)An-Bn. The elastic-plastic behavior of specimens with 500mm depth of column section were similar to
specimens with 190mm depth of column section. Furthermore, he elastic-plastic analysis of SC columns was
conducted using the method taken account of concrete confined by the encased cruciform steel. The analytical
results were able to pursue the experimental results of SC columns.

(6)k’ =
2.3

r 
0.65

(5)c cB 
=

 c B 
+ k’・

r
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